














要約 

1.将来の国民保健上の重要課題である先天異常の対策として,モニタリングの実施は喫緊

の事業である。 

2.先天異常の原因としては,遺伝的要因・環境的要因および両者の複合の3つが考えられる

が,この中の環境的要因の発見にモニタリングの焦点を合わせるべきである。 

3.モニタリングの方法としては,一定の地域内での異常の増減をモニターする人口ベース

をとるべきである。 

4.従って当該地域内においては周産期死亡を含むすべての出産情報を把握することから着

手すべきである。 

5.モニタリングに使用するマーカーは比較的診断の容易なものを選定することが望ましい。 

6.モニタリングのシステムとしては,各都道府県の行政区域を単位地域とし,都道府県毎に

先天異常情報の収集と集計処理を行うサブ・センターをおき,一方,中枢機関として全国レ

ベルでの情報の収集と解析,必要に応じて警告と原因調査を行う機能を有するモニタリン

グ全国センター(仮称)の設置を国は検討すべきである。 


